
 

 

学校法人 CoIU個人情報保護規程 
 

第１章 総則  
 
（目的）  
第１条  この規程は、個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号。以下「個

人情報保護法」という。）及び関係法令に基づき、学校法人CoIU（以下「法人」とい

う。）並びに法人が設置するコー・イノベーション大学（以下「大学」という。）が

保有する個人情報の取扱いについて必要な事項を定め、個人情報の適正な取得、利用、

管理及び保存に関する法人の責務を明らかにするとともに、学生、教職員等の自己に

関わる個人情報の開示、訂正及び利用停止を請求する権利を保障し、もって法人全体

の業務における個人の権利利益及びプライバシーの保護に資することを目的とする。  
 
（定義）  
第２条  この規程において「個人情報」とは、生存する個人に関する情報であって、次の

各号に掲げるものをいう。  
（１）当該情報により特定の個人が識別され、又は識別されうるもの（他の情報と容易

に照合することができ、それにより特定の個人を識別することができることとなるも

のを含む。）  
（２）個人情報保護法第２条第２項に定める個人識別符号が含まれるもののうち、「学

校法人CoIU特定個人情報取扱規程」第２条第４号に定める「特定個人情報等」を除い

たもの  
２ この規程において「要配慮個人情報」とは、前項に定める個人情報のうち、本人の人

種、信条、社会的身分、病歴、犯罪の経歴、犯罪により害を被った事実その他本人に

対する不当な差別、偏見その他の不利益が生じないようにその取扱いに特に配慮を要

するものとして、個人情報の保護に関する法律施行令（平成１５年政令第５０７号。

以下「政令」という。）第２条で定める記述等が含まれる個人情報をいう。  
３ この規程において「匿名加工情報」とは、次の各号に掲げる個人情報の区分に応じて

当該各号に定める措置を講じて特定の個人を識別することが出来ないように個人情報

を加工して得られる個人に関する情報であって、当該個人情報を復元することが出来

ないようにしたものをいう。  
（１）第１項第１号に該当する個人情報 当該個人情報に含まれる記述等の一部を削除

又は復元することのできる規則性を有しない方法により他の記述等に置き換えたもの  
（２）第１項第２号に該当する個人情報 当該個人情報に含まれる個人識別符号の全部

又は復元することのできる規則性を有しない方法により他の記述等に置き換えたもの  
４ この規程において「大学の学生等」とは、次に掲げる者をいう。  
（１）学生、科目等履修生、公開講座への参加者その他大学において教育を受けている

者  
（２）大学の学校説明会への参加者、入学試験又は公開講座等への申込者、入学試験合

格者その他大学において教育を受けようとする者  
（３）卒業生、中途退学者、過去において科目等履修生であった者その他大学において

教育を受けたことのある者  
（４）入学試験不合格者、入学辞退者その他大学において教育を受けようとした者  
５ この規程において「職員等」とは、学校法人CoIU寄附行為第６条に定める役員及び

学校法人CoIU就業規則第２条第１項に定める教職員をいう。  
６ この規程において「情報主体」とは、大学の学生等及びその保証人並びに職員等その



 

 

他現在及び過去において大学の業務遂行と関わりがあり、又は関わりがあった全ての

者をいう。  
 
（責務）  
第３条 法人は、個人情報保護の重要性を認識し、情報主体の権利利益及びプライバシ

ーの侵害の防止に関し、必要な措置を講ずるものとする。  
２ 法人は、情報主体に対して、個人情報保護についての教育を行うとともに、個人情報

保護の重要性について理解を求めるように努める。  
３ 職員等は、この規程及びこの規程と関連する法人の他の規程等並びに関係法令を遵守

するとともに、職務上知り得た個人情報を漏えいし、又は不当な目的に利用してはな

らない。          退職後も     同様とする。  
 
（個人情報保護統括管理責任者）  
第４条 法人は、この規程の目的を達成するため、個人情報保護統括管理責任者（以下

「統括責任者」という。）を置く。  
２ 統括責任者は、理事長が指名する。  
３ 統括責任者は、法人における個人情報の取扱い及び保護につき全ての権限と責任を

有する。 
  
（個人情報保護委員会）  
第５条 法人は、個人情報の保護に係る企画及び推進のために、統括責任者の下に個人

情報保護委員会（以下「委員会」という。）を置く。  
２ 委員会は、この規程の解釈及び運用等につき審議し、統括責任者に提案する。  
３ 統括責任者は、前項に規定する委員会からの提案があったときは、理事長への諮問

等適切な措置をとらなければならない。  
４ 委員会の組織、業務等必要な事項については、別に定める。  
 
（個人情報保護審査会）  
第６条 法人は、個人情報の取扱いに係る業務の監査を行い、情報主体からの不服申立

てを審査するため、必要に応じ、個人情報保護審査会（以下「審査会」という。）を

置く。  
２ 審査会は、理事長直属の機関とし、理事長指名の者により組織する。  
３ 審査会の組織、業務等必要な事項については、別に定める。  
 
（個人情報管理責任者）  
第７条 法人は、個人情報の適正な管理及び安全保護を図るため、各部局に個人情報管

理責任者（以下「管理責任者」という。）を置く。  
２ 管理責任者は、法人事務局長等の役職にある者をもってこれに充てる。ただし、当

該役職者が事務職員であり、かつ、人事評価について事務局長の被評価者である場

合、その事務局長を管理責任者とする。  
３ 前項において、学校法人CoIU内部監査規程に基づき、法人の内部監査を行う部局が

内部監査を行う場合の個人情報の管理責任者については、第４０条の定めに従うもの

とする。  
４ 管理責任者は、その所管する業務に係る個人情報（以下「所管情報」という。）の

取得、利用、提供、管理、情報主体からの開示・訂正等の請求に関し、この規程及び

統括責任者の指示に従い、適正に処理しなければならない。  
 
（個人情報取扱責任者）  



 

 

第８条 法人は、管理責任者を補佐し、もって個人情報の適正な管理及び安全保護の強

化を図るため、個人情報取扱責任者（以下「取扱責任者」という。）を置く。  
２ 取扱責任者は、当該組織の事務を担当する組織の課長の立場にある者をもって充て

る。 
３ 取扱責任者は、管理責任者の指示に従い、前条第４項に必要な事務を担うと共に、

指揮監督下にある職員等に対し、個人情報の適正な管理及び安全保護について指導を

行う。  
  

第２章 個人情報の取得、利用及び提供   
 
第１節 取得  
 
（適正取得）  
第９条  個人情報の取得は、法人の業務に必要不可欠な範囲内で、利用目的を明確に定め

ることにより、当該目的の達成に必要な限度で行うものとする。  
２ 個人情報の取得は、適正かつ公正な手段により、情報主体から直接に行われなけれ

ばならない。ただし、次の各号のいずれかに該当するときは、第三者からの取得を認

める。  
（１）情報主体の同意があるとき  
（２）法令に定めがあるとき 
（３）個人の生命、身体又は財産を保護するため、緊急かつやむを得ないと認められる

ときであって、情報主体の同意を得ることが困難であるとき  
（４）当該個人情報が出版、報道等により公にされているとき  
（５）前各号に掲げる場合のほか、統括責任者が委員会の意見を聴いて大学における個

人の権利利益及びプライバシーの侵害を防止するため特に必要があると認めるとき  
３ 前項ただし書により、個人情報を第三者から取得する場合には、情報主体の権利利

益及びプライバシーを侵害することのないよう、十分に留意しなければならない。  
４ 前２項にかかわらず、要配慮個人情報の取得は、あらかじめ情報主体の同意を得た

上で行われなければならない。ただし、次の各号のいずれかに該当するときは、この

限りでない。  
（１）法令に定めがあるとき。 
（２）個人の生命、身体又は財産を保護するため、緊急かつやむを得ないと認められる

ときであって、情報主体の同意を得ることが困難であるとき。 
（３）公衆衛生の向上又は児童の健全な育成の推進のために特に必要がある場合であっ

て、本人の同意を得ることが困難であるとき。 
（４）国の機関若しくは地方公共団体又はその委託を受けた者が法令の定める事務を遂

行することに対して協力する必要がある場合であって、本人の同意を得ることにより

当該事務の遂行に支障を及ぼすおそれがあるとき。 
（５）本人、国の機関、地方公共団体、個人情報保護法第５７条第１項各号に掲げる者

及び個人情報の保護に関する法律施行規則（平成２８年個人情報保護委員会規則第３

号。以下「規則」という。）第６条各号に該当する者により公開されているとき  
（６）その他前各号に掲げる場合に準ずるものとして政令に定めがあるものに該当する

と統括責任者が認めるとき。 
５ 個人情報を含む情報がインターネット等により公にされている場合であって、これ

の転記等を行わず、それらの情報を単に閲覧するに過ぎないときは、個人情報を取得

しているとは解しないものとする。  
 
（取得の制限）  



 

 

第１０条 個人情報の取得は、思想、信条及び信教に関する事項並びに社会的差別の原

因となる事項の調査を目的としてはならない。 
  
（利用目的変更時の通知）  
第１１条 取得した個人情報の利用目的を変更したときは、変更された利用目的につい

て、情報主体に通知し、又は公表しなければならない。ただし、次の各号のいずれか

に該当するときは、この限りでない。  
（１）利用目的を情報主体に通知し、又は公表することにより情報主体又は第三者の生

命、身体、財産その他の権利利益を害する恐れがあるとき。  
（２）利用目的を情報主体に通知し、又は公表することにより法人の権利又は正当な利

益を害する恐れがあるとき。  
（３）国の機関若しくは地方公共団体又はその委託を受けた者が法令の定める事務を遂

行することに対して協力する必要がある場合であって、本人の同意を得ることにより

当該事務の遂行に支障を及ぼすおそれがあるとき。   
２ 管理責任者は、前項ただし書の規定により利用目的を変更したときは、遅滞なく、

統括責任者に届け出なければならない。  
３ 統括責任者は、前項の届出があったときは、委員会に報告しなければならない。  
  
第２節 利用及び管理  
 
（利用及び提供の制限）  
第１２条 個人情報の利用は、法人の業務に必要不可欠な範囲内で、その目的をできる

限り特定し、適正に行わなければならない。  
２ 個人情報は、次の各号のいずれかに該当するとき及び第３節に定める場合を除き、

第三者に提供してはならない。なお、次の各号のいずれかの該当による利用時に必要

な手続は学校法人CoIU個人情報保護規程施行細則（以下「細則」という。）に定め

る。  
（１）情報主体の同意があるとき。 
（２）法令に基づく提供依頼があったとき。 
（３）個人の身体、生命又は財産を保護するため、緊急かつやむを得ないと認められる

ときであって、情報主体の同意を得ることが困難であるとき。 
（４）公衆衛生の向上又は児童の健全な育成の推進のために特に必要がある場合であっ

て、本人の同意を得ることが困難であるとき。 
（５） 国の機関若しくは地方公共団体又はその委託を受けた者が法令の定める事務を遂

行することに対して協力する必要がある場合であって、本人の同意を得ることにより

当該事務の遂行に支障を及ぼすおそれがあるとき。 
３ 管理責任者は、前項各号の規定により個人情報を第三者に提供するときは、当該個

人情報の提供を受ける者に対し、この規程の遵守を求めるものとするほか、当該利用

目的若しくは利用方法に必要な制限を付すこと又は法人の個人情報保護の水準と同等

の措置を講ずることを求めるものとする。  
４ 管理責任者は、第２項各号の規定により利用目的を変更し、又は第三者に提供した

ときは、遅滞なく、統括責任者に届け出なければならない。  
５ 統括責任者は、前項の届出があったときは、委員会に報告しなければならない。 
  
（適正管理）  
第１３条 管理責任者及び取扱責任者は、個人情報の安全性及び信頼性を確保するた

め、所管情報の漏えい、滅失、き損及び改ざんの防止に関し、必要な措置を講じなけ

ればならない。  



 

 

２ 取扱責任者は、所管情報を、その利用目的に応じ、最新の状態に保つよう努めなけ

ればならない。  
３ 取扱責任者は、不要となった所管情報を、確実かつ迅速に廃棄又は消去しなければ

ならない。  
 
（情報システム利用における個人情報の管理）  
第１４条 法人の情報・通信システムの管理及び運用に係る機関は、個人情報への不当

なアクセス等に対し、技術面において必要な安全対策を講ずるものとする。  
 
 （所管外情報の利用及び管理）  
第１５条 職員等は、所管情報以外の個人情報を利用しようとするときは、所属組織の

管理責任者の了承を得たうえで、利用目的、利用しようとする個人情報の内容等必要

な事項を記載した書面により、情報を管理する管理責任者に対して申請し、あらかじ

め承認を得なければならない。  
２ 当該情報を管理する管理責任者は、新たな申請を許可する場合、申請書面の写しを

個人情報保護委員会へ送付することにより、統括責任者へその旨を報告しなければな

らない。なお、許可内容に不備がある場合、管理責任者は統括責任者の指示に従い、

それを補正しなければならない。  
３ 前項において、過去に同一又は同一であると合理的に認められる申請があるものを

許可する場合、個人情報保護委員会及び統括責任者への報告は適宜の時に一括して行

うことをもって替えることができる。 
  
第３節 提供及び受領 
 
第１款 業務委託等  
（業務委託、事業継承及び共同利用）  
第１６条 次に掲げる場合において、当該個人情報の提供を受ける者は、この規程にお

いて第１２条第２項に定める第三者には該当しないものとする。  
（１）利用目的の達成に必要な範囲内において個人情報の取扱いの全部又は一部を委託

する場合  
（２）合併その他の事由による事業の継承に伴って個人データが提供される場合  
（３）特定の者との間で共同して利用される個人情報が当該特定の者に提供される場合

であって、細則に定める事項をあらかじめ本人に通知し、又は本人が容易に知り得る

状態に置いているとき  
２ 前項第１号に定める委託を行う場合であって、当該業務の委託先が外国にある第三

者であるときは、第２３条第１項に準じて情報主体の同意を得るものとする。  
 
（業務委託、事業継承及び共同利用の手続） 
第１７条 管理責任者は、前条第１項の規定により法人以外の者に個人情報を提供する

ときは、あらかじめ統括責任者に届け出なければならない。  
２ 統括責任者は、前項の届出があったときは、委員会に報告しなければならない。  
 
（業務委託の相手方の選定）  
第１８条 第１６条第１項第１号の規定により個人情報を提供する場合は、統括責任者

の了承を得なければならない。  
２ 前項の場合において、管理責任者は、個人情報の取扱いの全部又は一部を含む業務

を受託した者（以下「受託者」という。）が個人情報の適正な取扱いのために遵守す

べき義務及び講ずべき措置を、契約書面において明らかにしなければならない。  



 

 

３ 管理責任者は、当該契約締結に際して、前項に定める義務及び措置の内容を明らか

にした契約書案の写しを統括責任者に提出し、あらかじめ承認を得なければならな

い。  
４ 統括責任者は、前項で承認した契約の概要を、適宜の際に委員会へ報告するものと

する。 
  
（受託者等の責務）  
第１９条 受託者は、当該業務の委託に係る個人情報を当該委託の目的以外の目的に使

用し、提供し、又は蓄積してはならない。  
２ 受託者は、前条第２項に規定する義務を遵守し、必要な措置を講じなければならな

い。  
３ 前条に規定する委託を受けた業務に従事している者又は従事していた者は、当該業

務に関して知り得た個人情報を漏らし、又は不当な目的のために使用してはならな

い。  
 
（法人外要員の受入れ）  
第２０条 前２条の規定は、個人情報の取扱いを含む法人の業務のために、法人外から

要員を受け入れるときにこれを準用する。  
  
第２款 外部提供  
（第三者提供）  
第２１条 第１款に定める場合を除き、個人情報を第三者に提供するときは、管理責任

者はあらかじめ情報主体の同意を得た上で、統括責任者に申し出なければならない。

ただし、細則に定める形式的に第三者提供の外形を有する場合であっても実質的に記

録を課する必要性に乏しいときはこの限りではない。  
２ 前項の手続を経て提供を行う場合は、細則に定める事項について記録を作成しなけ

ればならない。ただし、第三者が次に掲げるものであるとき及び当該個人情報の提供

が第１２条第２項各号に該当するときはこの限りではない。  
（１）国の機関  
（２）地方公共団体  
（３）独立行政法人等の保有する個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５９

号）第２条第１項に規定する独立行政法人等  
（４）地方独立行政法人法（平成１５年法律第１１８号）第２条第１項に規定する地方

独立行政法人  
３ 統括責任者は、第１項により申し出があった第三者提供の概要を、適宜の際に委員

会へ報告するものとする。 
  
（第三者提供の制限）  
第２２条 個人情報保護法第２７条第２項に定める第三者提供を行うことを希望する場

合は、管理責任者はあらかじめ統括責任者及び委員会の承認を得なければならない。  
２ 前項の統括責任者及び委員会への申請等については細則に定める。   
 
（外国にある第三者への提供）  
第２３条 外国にある第三者に個人情報を提供する場合には、第１２条第２項各号に掲

げる場合を除くほか、あらかじめ外国にある第三者への提供を認める旨の情報主体の

同意を得なければならない。ただし、次のいずれかに該当する場合はこの限りではな

い。  
（１）当該第三者が我が国と同等の水準にあると認められる個人情報保護制度を有して



 

 

いる国として規則で定める国にある場合  
（２）当該第三者が、個人情報取扱事業者が講ずべき措置に相当する継続的に講ずるた

めに必要な体制として規則で定める基準に適合する体制を整備している場合  
２ 前条に定める第三者への提供手続は、外国にある第三者への提供については認めな

い。ただし、第三者が前項ただし書のいずれかの場合に該当するときは、前条の適用

を認める。  
  
第３款 受領  
（受領）  
第２４条 個人情報を第三者から提供を受けたときは、当該情報について適切に確認す

るとともに記録の作成をしなければならないものとし、その詳細は細則に定める。  
 
（受領情報の確認記録義務の例外） 
第２５条 次のいずれかに該当する場合は、受領に際し、記録の作成を行うことを要し

ない。  
（１）法人にとって個人情報に該当しないとき。 
（２）法人の意思とは関係なく、一方的に個人情報を提供され、かつ、本法人が提供を

受ける行為を行わないとき。 
（３）第三者が第１２条第２項各号又は第１６条第１項各号のいずれかに該当すると

き。 
  

第３章 匿名加工情報 
 
第１節 法人が作成した匿名加工情報の取扱い  
 
（匿名加工情報の作成等）  
第２６条 匿名加工情報を作成するときは、特定の個人を識別すること及びその作成に

用いる個人情報を復元することができないようにするために必要なものとして細則に

定める基準に従い、当該個人情報を加工しなければならない。  
２ 匿名加工情報を作成したときは、その作成に用いた個人情報から削除した記述等及

び個人識別符号並びに前項の規定により行った加工の方法に関する情報の漏えいを防

止するために必要なものとして細則に定める基準に従い、これらの情報の安全管理の

ための措置を講じなければならない。  
３ 匿名加工情報を作成したときは、細則で定めるところにより、当該匿名加工情報に

含まれる個人に関する情報の項目を公表しなければならない。  
４ 匿名加工情報を作成して当該匿名加工情報を第三者に提供するときは、細則で定め

るところにより、あらかじめ、第三者に提供される匿名加工情報に含まれる個人に関

する情報の項目及びその提供の方法について公表するとともに、当該第三者に対し

て、当該提供に係る情報が匿名加工情報である旨を明示しなければならない。  
５ 匿名加工情報を作成して自ら当該匿名加工情報を取り扱うに当たっては、当該匿名

加工情報の作成に用いられた個人情報に係る情報主体を識別するために、当該匿名加

工情報を他の情報と照合してはならない。  
６ 職員等が匿名加工情報を作成し、又は作成した匿名加工情報の第三者提供を行うと

きは、匿名加工情報の適切な取扱いを確保するために必要な措置を講じ、あらかじめ

統括責任者の承認を得なければならない。  
７ 統括責任者は、前項で承認した提供の概要を、適宜の際に委員会へ報告するものと

する。  
  



 

 

第２節 外部から提供を受けた匿名加工情報の取扱い  
 
（匿名加工情報の提供）  
第２７条 匿名加工情報（法人が自ら個人情報を加工して作成したものを除く。以下こ

の節において同じ。）を第三者に提供するときは、細則で定めるところにより、あら

かじめ、第三者に提供される匿名加工情報に含まれる個人に関する情報の項目及びそ

の提供の方法について公表するとともに、当該第三者に対して、当該提供にかかる情

報が匿名加工情報である旨を明示しなければならない。  
 
（識別行為の禁止）  
第２８条 匿名加工情報を取り扱う場合には、当該匿名加工情報の作成の元となった個

人情報の情報主体を識別する目的で、削除された記述等若しくは個人識別符号若しく

は第２６条第１項の規定により行われた加工の方法に関する情報を取得し、又は当該

匿名加工情報を他の情報と照合してはならない。  
 
（提供手続）  
第２９条 職員等が匿名加工情報の第三者提供を行うときは、匿名加工情報の適切な取

扱いを確保するために必要な措置を講じ、あらかじめ統括責任者の承認を得なければ

ならない。  
２ 統括責任者は、前項で承認した提供の概要を、適宜の際に委員会へ報告するものと

する。  
  

第４章 開示請求、不服申立て、措置  
 
（自己情報の開示請求）  
第３０条 情報主体は、自己に関する個人情報について、当該個人情報を管理する管理

責任者に対し、開示の請求をすることができる。  
２ 前項に規定する請求（以下「開示請求」という。）をしようとするときは、情報主

体本人であることを明らかにしたうえで、当該開示請求に必要な事項を明記した書面

を作成し、所定の事務手数料を納付して当該個人情報を管理する管理責任者へ提出す

るものとする。  
３ 管理責任者は、前項の規定による開示請求の方法及び内容に不備があると認めると

きは、開示請求をした者（以下「開示請求者」という。）に対し、補正を求めること

ができる。この場合において、管理責任者は、補正の参考となる情報を提供するよう

努めなければならない。  
４ 管理責任者は、開示請求があったときは、開示請求書の写しを統括責任者に提出し

なければならない。  
５ 統括責任者は、前項に規定する開示請求書の写しの提出があったときは、委員会に

報告しなければならない。  
 
（個人情報の開示）  
第３１条 管理責任者は、開示請求を受けたときは、当該情報主体に係る個人情報を開

示しなければならない。ただし、開示請求に係る個人情報が次の各号のいずれかに該

当するときは、当該個人情報の全部又は一部について開示しないことができる。  
（１）開示請求の対象となる個人情報に、第三者の個人情報が含まれているとき。 
（２）個人の指導、評価、診断、選考等に関する個人情報であって、開示することによ

り、当該指導、評価、診断、選考等に著しい支障が生ずるおそれがあるとき。 
（３）開示することにより、法人の業務の適正な執行に支障が生ずるおそれがあると



 

 

き。  
２ 管理責任者は、開示請求に係る個人情報に前項ただし書各号のいずれかに該当する

部分が含まれている場合において、当該部分を容易に区分して除くことができるとき

は、開示請求者に対し、当該部分を除いた部分を開示しなければならない。  
 
（開示の決定）  
第３２条 管理責任者は、開示請求を受けたときは、遅滞なく、当該開示請求に係る個

人情報の開示の可否について決定しなければならない。  
２ 管理責任者は、前項の決定に際しては、統括責任者に開示の可否及びその判断理由

を報告し、あらかじめ承認を得なければならない。  
３ 管理責任者は、開示の可否を書面により通知しなければならない。なお、開示請求

に係る個人情報の全部又は一部について開示しない旨の決定をした場合は、その理由

も同書面により通知するものとする。  
４ 管理責任者は、前項の対応の結果を、統括責任者へ報告しなければならない。  
 
（開示の方法）  
第３３条 個人情報の開示は、当該記録文書の閲覧又は写しの交付をもって行う。この

場合において、当該個人情報が磁気テープ、磁気ディスク等に記録されているとき

は、印字装置により出力したものを交付する。  
２ 前項に規定する方法による開示が困難であるときは、管理責任者が適切と判断した

他の方法により行うことができる。  
３ 第１項の規定により写しの交付を受ける者は、写しの作成及び送付に要する費用を

負担するものとする。 
 
（手数料等） 
第３４条 第３０条第２項に定める事務手数料は３００円とする。  
２ 手数料納付は原則として法人が発行する証紙によるものとする。  
３ 当該記録文書の写しの請求は、当該文書が日本工業規格Ａ列４番の用紙６頁を超え

る場合、以降１頁につき５０円の事務手数料を要するものとし、前項に定める証紙等

により納付する。  
４ 当該記録文書の写しの送付は、追跡可能な移送手段により行うものとし、費用は郵

便切手により納付する。  
 
（訂正等の請求）  
第３５条 情報主体は、自己に関する個人情報について事実に誤りがあると認めるとき

は、当該個人情報を管理する管理責任者に対し、その訂正を請求することができる。  
２ 管理責任者は、前項の請求を受けたときは、遅滞なく、当該請求に係る事実を調

査、確認し、その結果及び理由を当該情報主体に書面で通知しなければならない。  
３ 第３０条第２項から第５項までの規定は、第１項に規定する個人情報の訂正を請求

する場合にこれを準用する。  
４ 前３項の規定は、自己に関する個人情報の削除及び利用又は提供の中止を請求する

ときにこれを準用する。  
 
（不服申立て） 
第３６条 情報主体は、個人情報の取扱いに関し不服があるときは、審査会に不服申立

てをすることができる。  
２ 前項に規定する不服申立ては、情報主体本人であることを明らかにしたうえで、当

該申立てに必要な事項を明記した書面を、当該個人情報を管理する管理責任者を経



 

 

て、審査会あてに提出するものとする。  
３ 審査会は、不服申立ての内容を調査し、確認するために調査小委員会を設置するこ

とができる。  
４ 審査会及び前項に規定する調査小委員会は、必要に応じ、不服申立人、関係部署の

職員等その他の関係者の出席を求め、その意見又は説明を聴くことができる。  
５ 審査会は、不服申立てに係る審議の内容及び決定を不服申立人に書面をもって通知

するとともに、遅滞なく、理事長、統括責任者及び当該個人情報を管理する管理責任

者に報告しなければならない。  
６ 前項において、不服申立人が大学の学生等である場合、学部長等にも報告をしなけ

ればならない。  
 
（苦情解決）  
第３７条 管理責任者は、法人における個人情報の取扱いにつき苦情の申立てがあった

ときは、速やかに統括責任者に報告しなければならない。  
２ 統括責任者は、前項に規定する報告があったときは、適正かつ迅速な解決に努めな

ければならない。  
３ 統括責任者は、前項に規定する解決を委員会に付託することができる。 
  
（漏えい等の事故に際しての措置）  
第３８条 管理責任者は、所管情報の漏えい、滅失、き損及び改ざんの事故（以下「漏

えい等」という。）が発生し、又はその発生が疑われるときは、速やかに統括責任者

に報告しなければならない。  
２ 統括責任者は、法人において漏えい等が発生し、又はその発生が疑われるとの報告

があったときは、管理責任者に、必要な措置をとるよう命じなければならない。  
３ 前項の規定は、漏えい等が発生し、又はその発生が疑われることを学外から通報さ

れたとき若しくはそれらの情報を入手したときにも、これを準用する。  
４ 統括責任者は、漏えい等への対応につき、理事長と協議しなければならない。  
５ 理事長は、前項の場合において、統括責任者及び審査会に適当な指示をすることが

できる。  
６ 統括責任者は、漏えい等に対して講じた措置等を、学長に報告しなければならな

い。  
  

第５章 研究活動及び内部監査に関する特則  
（研究活動のための適用除外）  
第３９条 第９条から第３７条までの規定は、研究の代表者であるか否かを問わず、大

学又は大学の職員等が、専ら学術研究の用に供する目的で個人情報を取り扱う場合に

は適用しない。ただし、その場合においても、当該個人情報の適切な取扱いを確保す

るため、相当な配慮をもって、第９条から第３７条までの規定に準じた措置を講ずる

ように努めるものとする。  
２ 大学に属さない研究者、大学の職員等の参加がない研究団体等が大学の保有又は管

理する個人情報を学術研究目的で取り扱うために開示請求する場合は、細則に定める

手続に従い、委員会の許可を得なければならないものとする。  
３ 前２項で定めた事項に関し、統括責任者は、必要に応じ、管理責任者、関係部署の

職員等その他の関係者から意見又は説明を聴くことができる。 
 
（内部監査のための適用除外）  
第４０条 第１５条から第３６条までの規定は、学校法人CoIU内部監査規程に基づき、

法人の内部監査を行う部局が内部監査を行う場合、その執行のために必要な個人情報



 

 

の取得を行うとき及び内部監査を協同して行う公認会計士等との情報共有を行うとき

には適用しない。  
２ 内部監査を協同して行う公認会計士等は、第１９条と同等の守秘義務を負うものと

する。  
３ 前２項の場合において、法人の内部監査を行う部局の長は、取得した情報の管理責

任者として当該情報を適正に管理しなければならない。  
  

第６章 雑則  
 
（規程の改廃） 
第４１条 この規程の改廃は、委員会の議を経て行うものとする。  
  
附則  
 この規程は、令和７年９月９日から施行する。  
 


